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一 はじめに
不動産に関する訴えは、不動産所在地国の裁判所の専属管轄とすべきか
どうか。わが国では、法制審議会国際裁判管轄法制部会において、不動産
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に関する訴えのうち、物権及び物権的請求権に係る訴えについては特に日
本の裁判所の専属管轄とすべきかどうかが議論されたことが記憶に新し
い。同部会では、この事項がいくつかの条約では専属管轄にされているこ
とを指摘しつつ、「日本の土地について外国の裁判所がだれのものである
かという確認をしたり、あるいはその引渡しを命じたりすることが日本国
として構わないと思うかどうかが問題であって、主権の問題と考えるかど
うかという
(１)
こと」である、という意見や、「ヨーロッパではなぜ不動産の
物権問題等を所在地国の専属管轄とするというルールが条約や規則に入
り、多くの国がそのように考えているのかということの理由を明らかに
し、それは日本には当てはまらない、あるいはそれはどこかおかしいとこ
ろがあるという理由を指摘すべ
(２)
きだ」、との問題提起がなされた。しかし、
「国際裁判管轄法制に関する中間試案」でこの事項を専属管轄としない甲
案が採用
(３)
され、以後、民事訴訟法及び民事保全法の一部を改正する法律
(１) 法制審議会国際裁判管轄法制部会第３回会議議事録17頁〔道垣内正人委員発
言〕。
(２) 法制審議会国際裁判管轄法制部会第７回会議議事録11頁〔道垣内正人委員発
言〕。
(３) 国際裁判管轄法制に関する中間試案第２の７。「（ⅰ）当事者が不動産の引渡し
を請求する場合、物権的請求権と債権的請求権のいずれの構成によるかにより、適
用される国際裁判管轄の規律が異なるのは不合理である、（ⅱ）日本に住所を有す
る両当事者が外国の不動産の所有権の帰属について日本の裁判所の判断を求めるこ
とを一律に排除すべきでない、（ⅲ）物権及び物権的請求権の範囲を明確に画する
のは法制的にも困難であるなどの指摘があり、試案を支持する意見が大多数であっ
た」というのが、その理由である。法務省民事局参事官室「国際裁判管轄法制に関
する中間試案の補足説明」（2009年）24頁。また、法制審議会において、不動産の
物権等に関する訴え「……も所詮は私人間の紛争解決に過ぎず、登記が関係する場
合には別途専属とすることを定めればよい」、との意見が多数であったことを指摘
するものもある。道垣内正人「日本の新しい国際裁判管轄立法について」国際私法
12号（2011年）200頁参照。
なお、専属管轄とする乙案について、法制審議会国際裁判管轄法制部会第７回会
議議事録12頁〔高橋宏志部会長発言〕では、「乙案は少数だとは思いますが、まだ
有力に主張される方もいらっしゃいますので、両論併記でパブリックコメントにま
早法87巻３号（2012）92
（平成23年法律36号）に至るまで、この立場が維持されている。
旧民事訴訟法（明治23年法律29号）22条は、「不動産ニ付テハ其所在地ノ
裁判所ハ総テ不動産上ノ訴殊ニ本件並ニ占有ノ訴及ヒ分割並ニ経界ノ訴ヲ
専ラニ管轄ス」、「地役ニ付テノ訴ハ承役地所在地ノ裁判所専ラニ之ヲ管轄
ス」、と定め、不動産に関する訴えを不動産所在地の裁判所の専属管轄と
していた。これには、「……不動産ハ一國ノ重要財産ヲ構成シ之カ裁判ノ
消長ハ國家ニ對シ利害関係ノ及フ處大ナルヲ以テ其所在地ノ國権ノミ之ニ
對シ支配権ヲ有シ外国裁判所ニ之ニ付何等ノ権限ヲ直接ニモ間接ニモ認ム
ヘカラスト為シタルカ為ナリ」、との説明がな
(４)
され、不動産に関する訴え
について外国裁判所の管轄権を否定する意図を有していたことがうかが
(５)
える。上述の法制審議会国際裁判管轄法制部会における議論は、このこと
を想起させるものであるといえよう。
さて、上の法制審議会国際裁判管轄法制部会における議論の際にも例と
して挙げられたイングランドにおいては、外国所在の不動産（とりわけ、
土地（land））に関する訴訟については自国裁判所の管轄権を否定する、い
わゆる「モザンビーク・ルール」と呼ばれる準則が存在する。そしてこの
イングラ
(６)
ンド、及びオーストラ
(７)
リアの判例の中には、この準則を知的財産
権侵害にも準用し、外国知的財産権侵害訴訟において自国裁判所の管轄権
を制限しているものもみられる。こうした理解は、外国の土地と外国知的
財産権との類似性を強調することによって導かれているとされる。その当
いりましょうか。」とされている。それにもかかわらず、パブリックコメントに付
された中間試案において、乙案は削除されていた。
(４) 細野長良『民事訴訟法要義（第一巻）』（巖松堂書店、1930年）212-213頁註１。
(５) 以上の旧民事訴訟法22条の下での議論につき、新堂幸司＝小島武司編『注釈民
事訴訟法（１）』（有斐閣、1991年）195-196頁〔上北武男〕を参照せよ。
(６) Tyburn Productions Ltd. v. Conan Doyle［1991］Ch.75.なお、本判決は、
2011年７月27日の連合王国最高裁判所（Supreme Court of the United Kingdom）
の判決である Lucasfilm Limited and others v. Ainsworth and another［2011］
UKSC 39において覆された。
(７) Potter v. Broken Hill Proprietary Co Ltd (1906)3C.L.R.479.
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否は別としても、そもそも外国の土地に関する訴訟においてイングランド
裁判所の管轄権が制限されるのはなぜなのか、という点について、従来わ
が国で議論されることは少なかったように思われる。本稿は、このモザン
ビーク・ルールの考察を通じて、英米法諸国における管轄権の制限理論の
一端を明らかにしようとするものである。
以下ではまず、モザンビーク・ルールを構成する二つの準則、すなわ
ち、訴訟原因発生地に関する法理（doctrine of venue）から派生した属地
的訴訟準則（local actions rule）と、属地的訴訟準則を緩和すべく展開し
たと考えられる権原準則（title rule）について、それぞれ説明する（二、
三）。次に、エクイティや海事事件など、モザンビーク・ルールの例外と
して同準則の及ばなかったものについて論じる（四）。その上で、判例や
学説によるモザンビーク・ルールに対する批判、及び、後の立法による同
準則の（一部）廃止とその背景について、イングランドのみならず、同じ
くモザンビーク・ルールを採用してきたオーストラリアの議論も踏まえな
がら考察し（五）、この準則が現在ではどのような意義を有しているのか
を明らかにする（六）。最後に、以上の議論がわが国に与え得る影響につ
いて述べ、結びとする（七）。
二 訴訟原因発生地に関する法理と属地的訴訟準則
まず明らかにしておかなければならないのは、モザンビーク・ルールは
どのようにしてイングランド裁判所の管轄権を制限するのか、という点で
ある。これについて、ダイシー（A.V.Dicey）は、その名称の起源にもな
った1893年の British South Africa Co v.Companhia de Moçambique事件
貴族院
(８)
判決の後、1896年に刊行された自著の初版の中で、この準則を次の
ように定式化していた。「……裁判所は、以下の訴訟を審理する管轄権を
(８)［1893］A.C.602.
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有しない。すなわち、（１）イングランドの外に所在する不動産（外国の
土地）に対する権原（
(９)
title）、もしくはそれを占有すべき権利（right to pos-
session）に関する裁判、または、（２）そのような不動産に対するトレス
パス（
(10)
trespass）についての損害賠償の
(11)
回復。」このようなダイシーの記述
は1987年刊行の同書第11版で改訂されるまで維持
(12)
され、イングランドをは
じめコモンウェルス諸国の判決にも影響を及ぼ
(13)
した。ここで示唆されてい
るように、モザンビーク・ルールには二つの側面があった。まず、上記
（１）に関する制限であり、これはしばしば「権原準則」と呼ばれるもの
である。次に（２）の制限であるが、これに対しては、トレスパスに関す
る訴え（action in trespass）が一つの場所とのみ必然的に結び付いている
(９) 権原について、わが国では、「ものに対する財産的権利を基礎づける法的行為
や出来事、またはこれによって取得された法的地位ないし権利主張の根拠」である
とともに、それ「……によって基礎づけられる権利の質・性格・範囲・限度などの
内容、すなわち取得された財産に対する物権的権利そのものを意味する」こともあ
る、と説明される。田中英夫編『英米法辞典』（東京大学出版会、1991年）852-853
頁参照。
(10) トレスパスについて、ある基本書は、「直接かつ実力による侵害を生じさせる
行為、換言すれば、なんらかの有形的な妨害による直接的な権利侵害」である、と
定義する。グランビル・ウィリアムズ＝B. A.ヘップル（飯塚和之＝堀田牧太郎
訳）『イギリス不法行為法の基礎』（成文堂、1983年）57-58頁参照。See also SIR
 
WILLIAM BLACKSTONE,3COMMENTARIES ON THE LAWS OF ENGLAND (13?ed.by Edward
 
Christian,A Strahan,London1800)at pp.122,208.もちろん、これは実質法にお
ける定義であり、抵触法上のトレスパスが必ずしもこれと一致するわけではない。
しかしながら、ここにいうところのトレスパスは、明らかに通常の不法行為
（tort）よりも狭い意味で用いられているように思われる。
(11) A.V.DICEY,A DIGEST OF THE LAW OF ENGLAND WITH REFERENCE TO THE CONFLICT
 
OF LAWS (1?ed.,Stevens& Sons and Sweet& Maxwell,London1896)at pp.214
-215(Rule39).
(12) LAWRENCE COLLINS AND OTHERS,DICEY AND MORRIS ON THE CONFLICT OF LAWS (11?
ed.,Stevens& Sons,London1987)at pp.923-924(Rule117).これは、後述する
1982年民事裁判権及び判決に関する法律30条の下でモザンビーク・ルールが制約さ
れた影響によるものと思われる。
(13) Stefhen Lee,Title to Foreign Real Property in Transnational Money Claims,
32COLUM.J.TRANSNAT’L L.607(1995)at pp.631-632.
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という意味で「属地的（local）」とされ得るところから、若干の例におい
て「属地的訴訟準則」という呼称が与えられてきた。これら二つの準則は
相互に関わっているものの、それぞれに固有の歴史があり、まずは、この
点を整理する必要がある。
モザンビーク・ルールの一側面である属地的訴訟準則は、とりわけコモ
ン・ローにおいて発展したとされる陪審制、及びそこから生じた訴訟原因
発生地に関する法理との関係で理解されなければならない。
そもそも、成立当初の陪審は、ある事件につき自己の知識に従って事実
を述べ、事件の解決に寄与する者によって構成された集団であ
(14)
った。個々
の陪審員に期待されていたのは、当該事件についての知識を有しているこ
とである。そして、そのような知識を有している可能性が高いのは、当該
事件が発生した地域で生活している者であ
(15)
った。ここから、陪審は事実が
発生した地から召還される必要が生じ、そのため、訴訟当事者は、訴訟原
因発生地（venue）を正確に示す、換言すれば、紛争を生じた事実の発生
地を最大の確信をもって述べなければならない、とする厳格な手続規範の
一つが確立したといわれて
(16)
いる。
このような訴訟原因発生地に関する規範は、外国で生じた訴訟原因に関
するコモン・ロー裁判所による審理を事実上不可能にした。というのは、
令状（writ）は海外から陪審または証人を召喚する効力を有せず、外国で
生じた事実を立証することはできなかったからで
(17)
ある。
(14) 捧剛「イングランドにおける陪審制度の展開（１）」国学院32巻４号（1995年）
48頁参照。
(15) 捧・前掲49頁参照。
(16) P. M. NORSE, CHESHIRE’S PRIVATE INTERNATIONAL LAW (9?ed., Butterworth,
London 1974) at p. 493. このような「事実発生地（fact venue）」は、訴答書面
（pleadings）の本文（body）で述べられるような、そこから陪審員団が選出され
得る地を指しており、「訴えにおける裁判地（venue in the action）」とは異なるも
のなるものである。後者は、正式事実審理のために原告によって選択され、訴状
（declaration）の欄外（margin）で述べられる法廷地を表す。See Lee,supra note
13at p.614,n.24.
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以上の訴訟原因発生地に関する法理は、次のように要約することができ
る。すなわち、第一に、争点となる全ての事実は、訴答書面の本文におい
て主張される訴訟原因発生地から選出される陪審員団によって審理されな
ければならない。第二に、そのような訴訟は、訴訟原因が生じたカウンテ
ィにおいて提起されなければならない。第三に、事件は、少なくとも当該
事案のいずれかの面につき個人的な知識を有する陪審員によって審理さ
(18)
れる。
国内事件においても、事実が複数のカウンティにまたがる場合には、上
記法理の厳格な適用によって救済が困難となることがあった。加えて、と
りわけ第三の点につき、陪審員と証人との役割の分化によって当該法理自
体の正当性にも疑念が生じた。このため、13世紀末から14世紀初頭には、
訴訟原因がどこででも生じ得たであろう、地域性のない訴訟（transitory
 
action）と、ある特定の地でしか生じ得ない、属地的な、すなわち地域性
をもつ訴訟（local action）との間で区別がなされるように
(19)
なる。このう
ち、地域性のない訴訟では諸事実の発生した地は重要でないものとみなさ
れ、原告は、自らが選択したいかなるカウンティにも擬制によって事実発
生地を主張することができ、被告がその地を否認するおそれもなか
(20)
った。
そして16世紀後半になると、この地域性のない事件における事実発生地の
擬制が、まず、複数のカウンティにまたがる事件から、後には海外で生じ
た事件にも用いられるようになり、その過程でコモン・ロー裁判所の管轄
権が拡張されたので
(21)
ある。
(17) Joseph Henry Beale, The Jurisdiction of Courts over Foreigners, (1913)
HARV.L.REV.283at p.289.
(18) Lee,supra note13at pp.614-615.
(19) Id.at pp.615-616.See also W.S.HOLDSWORTH,5A HISTORY OF ENGLISH LAW
(Methuen,London 1924)at pp.117-118.
(20) Lee,id.at p.616.See William Writ Blume,Place of Trial of Civil Cases,
48MICH.L.REV.1(1949)at p.23.
(21) Lee,id.at pp.621-622.以上につき、拙稿「イングランドにおける不法行為抵
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このような地域性のない訴訟の概念に基づくコモン・ロー裁判所の管轄
権の拡張は、対物訴訟（action in rem）または物的訴訟（real action）、す
なわち、金銭賠償ではなく物自体の取戻しを認める種類の訴訟には及ばな
かった。これらの訴訟が土地の所在するカウンティにおいてしか提起され
なかったのは、元来は諸事実につき知識を有する不動産回復訴訟陪審員
（recognitors）または陪審員を呼び出す必要があったためである。しかし、
後に陪審員と証人の役割が分化してからも、陪審員が、おそらく当該土地
の所在するカウンティに居住する者となる証人のことを知り、また、当該
土地について調査し得ることに対しては、一定の利点が認められ、実際
的、かつそれなりに便宜であると考えられて
(22)
いた。同様に、対人訴訟
（action in personam）または人的訴訟（personal action）、すなわち金銭賠
償のみの回復が認められた訴訟であっても、不動産（realty）と密接に関
連していたものは、問題となる特定の場所と必須の関連性を有するので、
それらはその場所でしか提起され得ないと考えられて
(23)
いた。このような対
人訴訟には、不動産（real estate）についてのトレスパス、または、それ
に対する被害（injury）についての損害賠償を求める訴えも含まれて
(24)
いた。
例えば、1666年の Skinner v. East-India Company事件
(25)
判決では、貴族
院が、請願者の船舶及び動産を運び去ったこと、及び彼の身体（person）
に暴行を加えたことについては、それらが海外でなされていたにもかかわ
触法の史的展開」早誌61巻２号（2011年）210-212頁も参照せよ。
(22) Blume,supra note20at p.20.
(23) William H.Wicker,The Development of the Distinction between Local and
 
Transitory Actions,4TENN.L.REV.55(1926)at pp.61-62.
(24) このような訴えは、他にも、地代負担（rent charge）の未払金（arrears）を
求める金銭債務（debt）の訴えが不動産保有関係（privity of estate）に基づくも
のであった場合、土地とともに移転する約款（covenants running with the land）
に基づく訴えが不動産保有関係に基づくものであった場合、及び、地方的慣習
（local customs）に基づく旅館営業者（innkeepers）に対する訴え、が挙げられて
いる。Id.at pp.62-63.
(25) (1666)6Howell’s State Trials710.
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らず、ウエストミンスターにある国王の通常裁判所で判断され得るとした
が、他方で、請願者をその住居ならびに島から立ち退かせたことに関して
は、彼はいかなる通常のコモン・ロー裁判所においても救済され得ない、
と判示
(26)
した。この判決は一般に、外国の土地に対するトレスパスに関する
訴えには管轄権がないことを示唆するものとして引用されて
(27)
いる。
その後、最高法院法（Supreme Court of Judicature Acts
(28)
1873and
(29)
1875）
に基づき制定された1883年最高法院規則（Rules of Supreme Court）36条１
項において、「……いかなる訴訟（cause）、事件または争点の正式事実審
理についても、属地的な訴訟原因発生地（local venue）は存在しないもの
とし、あらゆる部（division）のあらゆる訴訟、事件、争点において、正
式事実審理の地は裁判所または裁判官により確定されるものと
(30)
する」とさ
れたため、原告は、請求の性質にかかわらず、純粋に国内的な訴訟をイン
グランドのいかなるカウンティにおいても提起できるようにな
(31)
った。本規
則は、イングランド国内で発生した訴訟原因のみならず、国外で生じたそ
れにもあてはまると一般に考えられて
(32)
いた。したがって、この時点で、少
なくとも形式上は立法によって属地的な訴訟原因発生地に関する法理は廃
止されていたと考えら
(33)
れる。
(26) Id.at p.719.
(27) JOSEPH STORY,COMMENTARIES ON THE CONFLICT OF LAWS (1?ed.,Hilliard,Gray
 
and Company,Boston1834)at p.467(?554);Wicker,supra note23at p.62n.
35;Lee,supra note13at p.623,n.85.
(28) 36& 37Vict.c.66.
(29) 38& 39Vict.c.77.
(30) R.S.C.(1883)Order36rule1.これについては、Wicker,supra note23at p.
64を参照した。
(31) Lee,supra note13at p.618.
(32) Wicker,supra note23at p.64.See also Whitaker v.Forbes(1875)L.R.1C.
P.D.51at p.52per Lord Cairns.
(33) Lee,supra note13at p.618.
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三 権原準則
(１) Mostyn v.Fabrigas事件判決
属地的訴訟準則は、外国の土地に関する訴えの殆どにつきコモン・ロー
裁判所の管轄権を制限するという意味において、原告の救済の機会を不当
に奪う可能性があった。極端な例を挙げれば、不動産の所在地に裁判所が
設立されていない場合などが考えら
(34)
れる。しかし、それ以上にこの属地的
訴訟準則との関係で問題となり得たのは、ローマ法上の対物訴訟（actio
 
in rem）と対人訴訟（actio in personam）の区別に由
(35)
来し、イングランド
においては「訴訟の効果（物の回復であるか、損害賠償であるか）」に基づ
くとされるコモン・ロー上の訴訟方式（forms of action）における対物訴
訟、対人訴訟（、さらには、第三の類型としての混合訴訟（mixed action））
の区別との整合性であった。すなわち、対人訴訟に該当し、それが提起さ
れ得る地または裁判所につきいかなる通常の民事訴訟（civil action）とも
区別されない訴えに対しても、属地的訴訟準則により管轄権の制限がもた
らされることが疑問視されたので
(36)
ある。
1774年の Mostyn v. Fabrigas事件
(37)
判決は、ミノルカ島での原告に対す
る暴行及び不法監禁（false imprisonment）についての訴えに関するもので
あった。同判決において、マンスフィールド卿（Lord Mansfield）は、属
(34) See Mostyn v.Fabrigas (1774)1Cowp.161,96E.R.1021at pp.180-181per
 
Lord Masnfield.
(35) 田島裕『英米の裁判所と法律家（田島裕著作集３）』（信山社、2009年）13頁。
ただし、ローマ法の区別が請求の基礎をなす権利の性質に基づくものであるのに対
し、イングランドにおいては、本文で述べたように訴訟の効果に視点を置く点で相
違があるとされる。
(36) See Holmes v.Barclay4La.Ann.63(1849)at p.63per Eustis C.J.See also
 
Wicker,supra note23at p.67.
(37) (1774)1Cowp.161,96E.R.1021.
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地的訴訟準則に代わる新しい区別の方法を提示した。すなわち、「正式事
実審理の場所については、形式的な特徴（distinction）と実質的な特徴と
がある。私は、それらを異なるものとして述べる。実質的な特徴とは、訴
訟手続が対物的（in rem）である場合と、判決が誤った地で下されるなら
ば、その効力をもち得ない場合である。事実、全ての不動産占有回復訴訟
（ejectments）に関してはそうなのであって、その場合には、当該カウンテ
ィの州奉行（sheriff）によって占有（possession）が与えられるべきであ
る。そして、イングランドにおける正式事実審理は特定のカウンティにお
いてなされ、官吏はカウンティの官吏であるから、ゆえに、訴えが適切な
カウンティでなされなかったとすれば、判決は効力をもち得ないであろ
う。……したがって、外国の不動産に関係してある訴えが提起され、問題
となるのが権原の問題のみであり、損害賠償（damages）のそれでない場
合には、場所に関する確固たる特徴が存在するであろ
(38)
う」、と。本判決に
おいて、マンスフィールド卿は、属地的訴訟準則のような訴訟原因発生地
に基づく区別ではなく、訴訟の効果の観点からコモン・ロー裁判所の管轄
権行使の可否を判断することを提案して
(39)
いる。ここに、現在もなお維持さ
れる権原準則の基礎を見出すことができるであ
(40)
ろう。
(２) 権原準則の理論化
とはいえ、この時から既に外国の土地に対する権原についての司法的判
(38) Id.at p.176.
(39) もっとも、その後、1792年の判決である Doulson v. Matthews (1792)4Term
 
Rep.503,100E.R.1143において、（ケニヨン卿（Lord Kenyon）及び）ブラー裁
判官（Buller, J.）は、「…今や、我々が地域性のない訴訟と属地的、すなわち地域
性をもつ訴訟との間で区別をすることが賢明で、または思慮のあることであったか
どうかを問うことは遅過ぎるのである。換言すれば、裁判所は、コモン・ローがそ
のような区別をしており、土地に対する不法侵入（quare clausum fregit）の訴え
は地域性をもつとすれば十分なのである」とし、本文で示したマンスフィールド卿
の意見には賛成しなかった。Id.at p.504per Buller J.
(40) See Wicker,supra note23at p.70.
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断を禁止する基本的原則が確立していたわけではない。その理論化の試み
がなされたのは、19世紀、とりわけ、ストーリー（Joseph Story）が自著
の初版を刊行した1834年以降で
(41)
ある。ストーリーは、「国際的な観点から
考えると、正当に行使され得る管轄権は、領土内にいる人か、領土内にあ
る物のいずれかに見出されなければなら
(42)
ない」、との発想に立ち、「訴訟
は、……他所に所在する財産を絶対的に拘束するためには提起され得ない
のであり、まして、不動産に対する権利や権原を絶対的に拘束することは
(43)
ない」、と論じた。このことは、ストーリーの「いかなる州または国家も、
その法により、自らの領土外の財産……に直接的に影響を及ぼし（direct-
ly affect）、または拘束することはでき
(44)
ない」、との命題から導かれて
(45)
いた。
そしてこの命題は、ストーリーが「最も一般的な原理または
(46)
命題」である
とする、「あらゆる国家は、自国の領土内に排他的な主権（sovereignty）
及び管轄権を有
(47)
する」ということの「当然の
(48)
帰結」であったのである。こ
のような国際公法的見地からの権原準則の説明、とりわけ主権への言及
は、1858年に初版が刊行されたウエストレイク（John Westlake）の著書
においてもみられる。すなわち、ウエストレイクによれば、「不動産に対
する権原が所在地法によってもたらされなくてはならないということ、及
び、不動産は所在地の法廷でしか回復され得ないとしている理由は同じで
(41) Lee,supra note13at p.629;Stephen Lee,The OK Tedi River :Papua New
 
Guinea or the Parish of St Mary Le Bow in the Ward of Cheap?,(1997)71A.
L.J.602at p.609.
(42) STORY,supra note27at p.450(?539).
(43) Id.at p.454(?543).
(44) Id.at p.21(?20).
(45) このストーリーによる「直接的に影響を及ぼ」す、との表現は、対人訴訟にお
いて「間接的に（indirectly）」他国に所在する財産を拘束することは認め得るもの
であった。Id.at p.454(?543).これについては後掲注94も参照せよ。
(46) Id.at p.19(?18).
(47) Ibid.
(48) Id.at p.21(?20).
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あるといってよく、双方の命題は、……主権者の領域的権限から生じて
(49)
いる」ので
(50)
ある。このように、権原準則の理論化は19世紀には主権への言
及によってなされていたということができる。
同じことは、1896年にこの権原準則を含むモザンビーク・ルールを定式
化したダイシーにもあてはまる。すなわち、ダイシーは、「ある国の裁判
所の権限についての問題は、現実には、……その国の主権の司法権限に関
する問題で
(51)
ある」との前提の下、「ある国の、その裁判所を通して行動す
る主権者は、実効性のある判決を与え得る全ての事件に対して管轄権を有
し（すなわち、司法的判断を下す権利を有し）、実効性のある判決を与えるこ
とができない全ての事件に対して管轄権を有しない（すなわち、司法的判
断を下す権利を有しない）」、とする一般原則を掲げていた（いわゆる「実効
性の原則（principle of
(52)
effectiveness）」）。ここにいう「実効性のある判決」
とは、「その権限の下である判決を下す主権者が、当該判決により拘束さ
れる者に対して判決を強行すべき権限を実際に有する判決であり、したが
って、主権者がその裁判所に必要な手段を与えることにするならば、当該
裁判所はそのような者に対して判決を強行し得る判決であって、同じこと
を別の面からみれば、……その判決の下で権利を得た者に対し、現実の、
名目だけでない権利、つまり、当該判決を下した裁判所の主権者によって
(49) JOHN WESTLAKE,A TREATISE ON PRIVATE INTERNATIONAL LAW OR THE CONFLICT OF
 
LAWS (1?ed.,W.Maxwell,London 1858)at p.54(Art.57).
(50) もっとも、ウエストレイクはこのように主権に言及しつつも、「当事者である
人を通じて外国の土地に影響を及ぼす請求は、厳格に、命じられた救済が完全にそ
の当事者の人的な服従（personal obedience）によって獲得され得る事件に限られ
なくてはならない。それを超える場合には、その推定は無遠慮であるばかりか、効
果のないものであろう」、としており（Id.at p.58(Art.65)）、後述するような対
人的に作用するエクイティ上の管轄権については正確に記述していた。See also
 
Lee,supra note13at p.631,n.136.
(51) A.V.Dicey,The Criteria of Jurisdiction,(1892)8L.Q.R.21at p.22.
(52) DICEY,supra note11at p.38(General Principle No.III).なお、ダイシーの
実効性の原則については、渡辺惺之「所謂『実効性の原則』と裁判管轄権に関する
一考察」法研46巻８号（1973年）39頁、40-43、51-52、55-57頁も参照せよ。
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援助されるならば主権者が強行し得る権利を与える判決で
(53)
ある。」このよ
うな「実効性の原則」、すなわち、ある裁判所に対し、その裁判所が実効
性のあるものとすることのできない、または、外国の主権者の権限もしく
は外国裁判所の管轄権に干渉することによってしか実効性のあるものとす
ることのできないような判決を下すことを禁ずる一般的原則に従い、ダイ
シーは、それが歴史的な起源ではないのかもしれないとしつつも、イング
ランドの裁判官が外国の土地に対する権原、またはそれを占有すべき権利
について司法的判断を下すことはない、と論じたので
(54)
ある。
これら主権への言及による権原準則の理論化の試みは、突き詰めれば、
ダイシーのように、「外国の土地に関するいかなる訴えも（any action
 
whatever with regard to foreign
(55)
land）」イングランドの裁判所は管轄権を
有しない、とする考え方に近づくであろう。このことは、18世紀にマンス
フィールド卿が属地的訴訟準則に代わるものとして権原を基準とした意図
に反するように思われる。それにもかかわらず、その後1920年代から30年
代にローレンゼン（Ernst G.
(56)
Lorenzen）やクック（Walter Wheeler
(57)
Cook）
(53) DICEY,id.at p.39.これに対し、実効性のない判決とは、「その権限の下である
判決を下す主権者が、当該判決により拘束される者に対して判決を強行すべき権限
を実際には有しない判決であり、したがって、主権者は、たとえ彼がそうしたいと
しても、その裁判所に判決を強行する手段を与えることのできない判決であって、
同じことを別の面からみれば、……その判決の下で権利を得た者に対し、名目だけ
の権利、つまり、当該判決を下した主権者の権限の下で彼により援助されるとして
も、主権者が現実、かつ実際には強行することのできない権利を与える判決であ
る。」Id.,at pp.39-40.
(54) DICEY,supra note11at p.215.?ある州の裁判所は、他州に所在する土地に対す
る権原について判断を下す実際的な能力をもたない。」Jack Redden, Local, In
 
Rem and Transitory Actions:General Doctrine and Arkansas Variation,8Sw.
L.J.451(1954)at p.453.
(55) Ibid.
(56) Ernst G.Lorenzen,Territoriality,Public Policy and the Conflict of Laws,in
 
SELECTED ARTICLES ON THE CONFLICT OF LAWS (Yale University Press,New Haven
1947)1.
(57) Walter Wheeler Cook,The Logical Bases of Story’s Treatise,in LOGICAL AND
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による批判がなされるまで、こうした主権原則を前提とする権限準則の説
明は一定の影響力をもつことに
(58)
なる。
(３) Moçambique事件貴族院判決
以上の理解を前提とすれば、1893年の British South Africa Co v.
Companhia de Moçambique事件貴族院
(59)
判決は、まさに、先の1883年最高
法院規則によって属地的な訴訟原因発生地に関する法理が廃止され、そこ
から権原準則に移行する過渡期の判決として位置付けることができる。
本件の事実は以下のようなものであった。ポルトガルの特許会社
（chartered company）である原告は、イングランドの特許会社を被告とし
て、原告は南アフリカにある土地の所有者であるが、被告はその代理人を
用いて不法にその土地に侵入して同地を占有し、そこから原告を立ち退か
せたと主張し、①原告は適法に当該土地を所有しているとの確認判決、②
被告に当該土地に対するいかなる権原の主張も禁止する命令、及び③トレ
スパスに対する25万ポンドの損害賠償を求めてイングランドで訴えを提起
した。被告が訴答したのは、当該土地は法域外にあるため、請求の原因及
び趣旨は何らの訴訟原因も開示するものではない、ということである。高
等法院女王座部の合議法廷（Divisional Court）は被告有利の判決を下し、
訴えを斥けた。控訴院において、原告は正式に上記請求の①及び②を放棄
したため、控訴院は、多数意見により高等法院は管轄権を有すると
(60)
した。
貴族院は、満場一致で女王座部の合議法廷で下された判決を支持した。
ハーシェル大法官（Lord Harschell L.C.）は、イングランド裁判所の管轄
権が認められない理由を次のように説明していた。すなわち、「裁判所が
LEGAL BASES OF THE CONFLICT OF LAWS (Harvard University Press, Cambridge,
Massachusetts1942)48.
(58) Lee,supra note13at p.632.
(59)［1893］A.C.602.
(60) 以上の事実の概要は、J.H.C.MORRIS,THE CONFLICT OF LAWS (3?ed.,Stevens,
London 1984)at p.338を参考にした。
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今まで海外に所在する土地に対するトレスパスの訴えにおいて管轄権の行
使を拒んできた理由は、実質的なものであり、技術的なものではなく、最
高法院法の下での手続に関する諸規則は、以前存在しなかった管轄権を与
えるものではなかっ
(61)
た」、と。
これを要するに、貴族院は、最高法院規則は裁判所の管轄権を拡張する
（enlarge）ことを意図するものではなく、イングランドの裁判所は、最高
法院法以前に海外に所在する土地に対するトレスパスについての損害賠償
を回復するための訴えに関しては管轄権を有していなかったため、その後
も何らの管轄権をも有するものではない、としたので
(62)
ある。このことは、
最高法院規則によって属地的な訴訟原因発生地に関する法理が廃止された
後も、属地的訴訟準則は依然として維持され得ることを示唆していた。
ところで、本件においては Mostyn v. Fabrigas事件判決のマンスフィ
ールド卿以来の権原準則にも言及がなされていた。とりわけ Moçambique
事件の控訴院におけるフライ裁判官（Fry L. J.）の以下の言葉が注目され
る。すなわち、「裁判所は、外地に委任状を付与することはできず、また、
その判決を執行して与えられ得る占有を実効性のある形で命じることもで
きないので、海外の土地の分割（partition）についての訴訟を審理するこ
とはできないであろう。……しかし、求められている救済が人的（per-
sonal）なものでしかない場合には、裁判所は、海外の土地に関しその者
に影響を及ぼすことを躊躇する必要はないのであ
(63)
る」、と。このように、
フライ裁判官にあっては、救済の性質、換言すれば、物自体の回復が求め
られているのかどうかが重要なのであり、その意味で、上述のマンスフィ
ールド卿による訴訟の効果に基づく区別に近い発想に立っていたというこ
とができる。
これに対し、貴族院のハーシェル大法官は、たとえ権原準則によるとし
(61)［1893］A.C.602at p.629per Lord Harschell L.C.
(62) Wicker,supra note23at p.65.
(63)［1892］2Q.B.358at p.413per Fry L.J.
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ても、イングランド裁判所の管轄権は否定されると考えていたようであ
る。すなわち、「また私には、マンスフィールド卿か、またはストーリー
が、土地に対する権原が争点となり、損害賠償を得るべき権利が存在する
かどうかを判断するのに裁判所が不動産（real estate）に対する当事者の
対立する請求について司法的判断を下す必要があった場合に、土地に対す
るトレスパスの訴えを人的な損害賠償（personal damages）を求める訴訟
とみるという確信もなかった。マンスフィールド卿の前にあった二つの
(64)
事件にいずれにおいても、私がそれらについて知る限りでは、物的財産
（real property）に対する権原の問題は何ら争点になっていない。唯一の争
いは、訴えられた英国の官吏が、そのような状況下で自らの権利行使とし
て原告に介入することを正当化されたかどうかであったのであ
(65)
る」、と。
ハーシェル大法官の上記理解を基礎付けていたものは、大法官自身、及
び同じく貴族院のホルズベリー卿（Lord Halsbury）もまた引用していた、
ヴァッテル（Emer(Emmerich)de Vattel）の言葉を借りつつ管轄権の問題
を論じるストーリーの次のような記述であ
(66)
った。すなわち、土地について
の財産権、またはそのような財産権に付随する権利は、「……それが所在
する国の法に従って判決されるべきであり、また、それを付与する権利は
当該国の支配者に帰属するのであるから、そのような財産に関する争訟
は、それが属する国家においてしか判断され得
(67)
ない
(68)
」、と。それゆえ、ハ
ーシェル大法官の権原準則に対する理解は、外国の土地に関するいかなる
訴えもイングランド裁判所の管轄権を否定することに結び付くという意味
において、上述のダイシーのそれに近いように思われる。
(64) これについては、前掲注34を参照せよ。
(65)［1893］A.C.602at p.624per Lord Harschell L.C.
(66) Id.at pp.623per Lord Hershell L.C.,631per Lord Halsbury.
(67) STORY,supra note27at p.466(?553).
(68) このようなストーリーの管轄権理論に基づく説明は、既に控訴院のイーシャー
記録長官によってもなされていた。See［1892］2Q.B.358at pp.394-398per Lord
 
Esher M.R.
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結局、ハーシェル大法官のいう「実質的な」理由が何であったのかは必
ずしも明らかでは
(69)
ない。とはいえ、ハーシェル大法官の上記理解を前提と
する限り、訴訟原因が海外で生じている場合には、求められている唯一の
救済が金銭的な損害賠償であるとしても、そのような訴訟原因はイングラ
ンドにおいては全く審理され得ないことになるであ
(70)
ろう。
四 モザンビーク・ルールの例外
さて、上にみたように、モザンビーク・ルールは、コモン・ロー裁判所
の管轄権の拡張に伴い、それを制限するものとして展開してきた。したが
って、それはコモン・ロー上の準則であり、大法官裁判所（Court  of
 
Chancery）や海事裁判所（Court of Admiralty）の管轄権には影響を与えな
いものと考えられてきた。
エクイティ上の管轄権は、早くも15世紀には外国の訴訟原因に対しても
行使されるようになって
(71)
いた。大法官府（Chancery）における訴訟では陪
審が用いられなかったため、大法官は、訴訟原因発生地に関する法理に類
する手続上の準則によって自らの管轄権行使を妨げられることはなかった
ので
(72)
ある。
17世紀の初めには、大法官裁判所は外国の不動産を含む外国の財産に対
しても管轄権を行使するようになり、必要な場合には土地に対する権原に
ついても判断を下して
(73)
いた。「エクイティは対人的に作用する（Equity
 
acts in
(74)
personam）」という法格言が示す通り、大法官裁判所は、外国の土
(69) MORRIS,supra note60at p.338.
(70) Wicker,supra note23at p.65.
(71) Lee,supra note13at p.624.
(72) Ibid. See also Blume,supra note20at pp.27-28.
(73) See Lee,supra note13at p.624.
(74) これについては、植田淳（大阪谷公雄監修）『エクイティの法格言と基本原理
（トラスト60研究叢書）』（晃洋書房、1996年）129頁以下参照。
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地が関わる場合であっても、被告の身体に対する管轄権、及びその者に対
し対人的な判決を下す権限を有していたのである。
これに関する先例は、1750年の Penn v. Lord Baltimore事件
(75)
判決であ
る。本判決において、大法官は、アメリカの二つの英領植民地の境界につ
いてイングランドでなされた合意に関し、たとえ対物判決を下す管轄権を
有しないとしても、特定履行（specific performance）を適切に命じること
はできる、と判示
(76)
した。このことは、Moçambique事件においても、女王
座部（Queen’s Bench Division）のライト裁判官（Wright J.）によって以下
のように説明されている。すなわち、「大法官裁判所は、1750年の Penn
 
v. Lord Baltimore事件判決……におけるハードウィック卿（Lord Har-
dwicke）の時代から、契約、詐欺、及び信託の事件において、外国の土地
に関しイングランド裁判所の管轄権の地理的範囲内の者に対して対人管轄
権を行使し……てい
(77)
た」と。
さらに、1908年の Deschamps v. Miller事件
(78)
判決において、大法官部
（Chancery Division）のパーカー裁判官（Parker J.）は、「裁判所は、法域
外の不動産に対する権原、またはそれを占有すべき権利に関する問題につ
いて司法的判断を下すことはない」、との「一般的準則」に対する「例外」
は、「全て、訴訟当事者間の、契約、信任関係もしくは詐欺、またはその
他本国の大法官裁判所の見地からすれば非良心的なものとなる行為から生
じる何らかの人的な債権債務関係の存在に依拠するものであって、それら
の存在につきその不動産の所在地の法に依拠するものではない」、と述べ
て
(79)
いた。このような大法官裁判所の慣行は、最高法院法によりコモン・ロ
(75) (1750)1Ves.Sen.444,27E.R.1132.
(76) Blume,supra note20at p.28.
(77)［1892］2Q.B.358at p.364per Wright J.
(78)［1908］1Ch.856.
(79) Id.at p.863per Parker J.したがって、裁判所が外国の土地についてエクイテ
ィ上の管轄権を有しているとするには、訴訟当事者間に人的な債権債務関係が存在
しなければならない。MARTIN DAVIES,ANDREW S.BELL AND PAUL BRERETON,NYGH’S
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ーとエクイティの融合が実現さ
(80)
れた後も、モザンビーク・ルールに対する
例外として残存することに
(81)
なる。
これら訴訟原因発生地についてのコモン・ロー上の制限的な準則は、同
じく海事裁判所にも知られていないものであった。1946年の The Tolten
事件控訴院
(82)
判決において、スコット裁判官（Scott L. J.）は、司法部や国
会の歴史が示すように、モザンビーク・ルールは海事裁判所の管轄権の本
質とは全く相容れないものである、として
(83)
いた。スコット控訴院裁判官に
よれば、船舶Ａがラゴスでの同一の航海過失行為（act of negligent naviga-
tion）により、（１）原告所有の埠頭、（２）当該埠頭にある商品、（３）
当該埠頭にいる人、（４）当該埠頭近くに停泊している船舶Ｂに被害をも
たらしたと仮定して、（２）、（３）、（４）の被害者は海事裁判所において
対物
(84)
訴訟をなし得るけれども、（１）はモザンビーク・ルールが適用され
る場合には妨げられる、というのは良識に反するので
(85)
ある。ここから、
「裁判所は、……対物的なものであれ、対人的なものであれ、外国の土地
に加えられた損害についてのいかなる海事訴訟をも審理する管轄権を有す
CONFLICT OF LAWS IN AUSTRALIA(8?ed.,LexisNexis Australia,Chatswood2010)at
 
p.69(［3.124］).
(80) これについては、例えば、捧剛「19世紀イギリスにおける司法制度の改革―
1873年裁判所法の成立過程を中心として―」一研12巻１号（1987年）99頁以下を参
照せよ。
(81) ダイシーは、既に1896年刊行の自著の初版において、モザンビーク・ルールの
みならず、同準則に対する次のような例外もまた定式化していた。すなわち、「裁
判所は、以下のいずれかの理由で、イングランドの外に所在する不動産（外国の土
地）につき、イングランドにいる者に対する訴訟を審理する管轄権を有する。すな
わち、そのような不動産に関する（ａ）当該訴訟の当事者間の契約、または（ｂ）
そのような当事者間のエクイティ。」DICEY,supra note11at p.216.
(82)［1946］P.135.
(83) Id.at p.154per Scott L.J.
(84) このような海事事件における対物訴訟の概念については、川上太郎「イギリス
国際私法における対人訴訟の裁判管轄序説」福法22巻３・４合併号（1978年）494-
495頁を参照せよ。
(85)［1946］P.135at pp.146-147per Scott L.J.
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る」、との海事事件に関する広範な例外が承認されるに至
(86)
った。
さらに、この The Tolten事件控訴院判決に関しては、上述のモザンビ
ーク・ルールに対する例外に加え、スコット裁判官による次の意見もまた
注目される。すなわち、同裁判官は、外国の土地に対する権原についての
争点が何ら含まれない、単に損害賠償のみを求める訴訟の可能性について
は、貴族院による再考の余地があるとしていた。「私が認識するのは、土
地や建造物を所有する者により、単純に過失について、または、たとえ不
動産不法侵入のトレスパス（trespass quare clausum fregit）についてであ
っても、損害賠償を求めて訴えが提起され、かつ、その原告が自らの訴え
の基礎としてその占有のみに依拠している場合には、貴族院は、今後
Moçambique事件判決を区別するであろう、ということである。しかしな
がら私は、当裁判所（控訴院……筆者注……）がそのような区別を試みる
のは正しい、とは思わない。というのは、私は、コモン・ロー上の訴訟に
ついて、当時そのような区別は貴族院の頭には全くなかったと確信してい
るからで
(87)
ある。」
スコット控訴院裁判官の上記付言が示唆するのは、救済の性質、すなわ
ち物の回復であるか、損害賠償であるかという「訴訟の効果」の観点から
区別することにより、海事訴訟のみならず、コモン・ロー上の訴訟であっ
ても、対人訴訟にあたるものについてはモザンビーク・ルールの適用範囲
から除外すべきである、ということである。このような理解は、必然的に
モザンビーク・ルールにおける属地的訴訟準則に対する批判となり、先の
Mostyn v.Fabrigas事件判決におけるマンスフィールド卿以来の権原準則
(86) J.H.C.MORRIS AND OTHERS,DICEY’S CONFLICT OF LAWS(6?ed.,Stevens& Sons,
London 1949)at p.150(Rule20,Exception3).もっとも、The Tolten事件控訴
院判決の射程は、あくまで海事先取特権（maritime lien）に基づくものに限られ
るという解釈もあり得る。しかしながら、これに対しては、控訴院のスコット裁判
官、及びサマヴェル裁判官がより広くとらえる立場を採っている。See［1946］P.
135at pp.147per Scott L.J.,167per Somervell L.J.
(87)［1946］P.135at pp.141-142per Scott L.J.
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の理解に近づく反面、主権への言及によって権原準則を基礎付ける
Moçambique事件貴族院判決の理解からは離れることになる。それゆえ、
スコット控訴院裁判官は、貴族院によるモザンビーク・ルールの将来に向
けた再考の必要性を説いたので
(88)
ある。
五 モザンビーク・ルールに対する批判と同準則の廃止
The Tolten事件控訴院判決においてスコット裁判官が示唆していたよ
うに、外国の土地に関する訴えにおける対人訴訟と対物訴訟との間の区別
の概念は、まず大法官裁判所、次いで海事裁判所による管轄権の行使を説
明するために用いられてきたが、そうした区別は、本来はコモン・ロー裁
判所の管轄権行使にも妥当するものであった。その限りでは、モザンビー
ク・ルールのもたらす弊害というのは、実際には、同準則の二つの側面の
うち、とりわけ属地的訴訟準則に由来するものであるということになる。
(88) The Tolten事件控訴院判決に対する以上の理解につき、MORRIS AND  OTHERS,
supra note86at p.143を参照せよ。この部分の執筆を担当したモリスは、本文で
論じたスコット控訴院裁判官の意見を引用しつつ、「貴族院によるその事件
（Moçambique事件……筆者注……）の再検討を正当化する確かな実際上の理由が
存在する」として、次のように述べている。すなわち、「土地の所在する地に何ら
の地域的裁判所（local  courts）も存在せず、または、被告が直接には（person-
ally）その地におらず、かつ、そこに何らの資産をも有しない場合には、原告は事
実上救済を受けることがないであろう。さらに、原告の土地に対するトレスパスま
たはネグリジェンスについての救済を否定することは、同じトレスパスまたはネグ
リジェンスに関する行為が原告の動産（chattels）、または原告自身に対しては損
害を惹起するとすれば、恣意的であるように思われる。また、脅迫（assault）や
人身被害（personal injury）の訴えにおいて、被告は、自身が正当にもあるトレス
パスを回避していたと抗弁することも、また、そのために損害賠償を求めて反訴す
ることもできないとすれば奇妙なことであろう」、と。Ibid.このように、モリスの
理由とするところは必ずしも「訴訟の効果」や対人訴訟の発想のみに依拠するもの
ではないが、少なくともそこからは、モリスが、モザンビーク・ルールに対する例
外を認めようとするよりも、むしろ、同準則の廃止を含めた再検討の必要性を感じ
ていたことがうかがえる。
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Mostyn v.Fabrigas事件判決でマンスフィールド卿の提案した属地的訴訟
準則に代わるものとしての権原準則は、まさにこの点に依拠するものであ
った。こうした事情もあってか、権原準則については、ストーリーやウエ
ストレイク、ダイシーらのいわゆる主権原則からの説明を経て、再度、上
述のマンスフィールド卿の理解への回帰を想起させる見解が散見されるよ
うになる。
(１) アメリカ
この傾向は、特にアメリカにおいて顕著であった。アメリカでは、指導
的先例である1811年の Livingston v. Jefferson事件
(89)
判決の批判を通じ、あ
る者はエクイティとの対比
(90)
から、またある者は、土地に対する権原が直接
には（directly）影響を受けない（付随的に（incidentally）判断されている）
とするこ
(91)
とで、あるいはより端的に、対物訴訟と対人訴訟との間の区別を
用いることに
(92)
より、裁判所は、金銭賠償を求め得るに過ぎないトレスパス
の
(93)
訴えについては、たとえ外国の土地に関するものであっても自らの管轄
権を認めるべきである、とする見解が有力に主張されて
(94)
きた。
(89) 5F.Cas.660(C.C.D.Va.1811).
(90) Arthur K. Kuhn, Local and Transitory Actions in Private International
 
Law,66U.PA.L.REV.301(1918)at p.308.
(91) Fred P.Storke,The Venue of Actions of Trespass to Land,27W.Va.L.
Q.301(1921)at p.308.
(92) AUSTIN  WAKEMAN SCOTT, FUNDAMENTALS OF  PROCEDURE IN  ACTIONS AT  LAW
(Baker Voorhis& Co.,New York1922)at p.14;Wicker,supra note23at p.70;
Redden, supra note 54at p.454;Robert B. Looper, Jurisdiction over Immov-
ables: The Little Case Revisited After Sixty Years,40Minn.L.Rev.191(1956)
at p.201.
(93) この点に関するトレスパス訴訟の歴史につき、F. W.メイトランド（河合博
訳）『イギリス私法の淵源』（東京大学出版会、1979年）99頁以下を参照せよ。
(94) ストーリーもまた、対人訴訟、対物訴訟、混合訴訟の区別について認識してい
たが、彼はむしろ、それを属地的、すなわち地域性をもつ訴訟と地域性のない訴訟
との間の区別を説明するための概念として用いていた。ストーリーの理解では、不
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これは、上記 Livingston v. Jefferson事件判決の「
(95)
例外」として、既に
1896年の Little v.Chicago,S.P., M.& O.R.Co.事件
(96)
判決がアメリカ独
立後のイングランドの判決である Doulson v.Matthews事件
(97)
判決に先例と
しての拘束力を認めていなかったことも背景にあるように思われる。すな
わち、アメリカではイングランドのような厳格な先例拘束性の原理（doc-
trine of stare decisis）が存在せず、まして、イングランドの先例は説得的
効果（persuasive effect）以上のものをもたないた
(98)
めに、そうした「例外」
が比較的容易に認められる状況にあったと解することができる
(99)(10）
であろう。
(２) イングランド
イングランドのチェシャー（G.C.Cheshire）もまた、1935年に刊行した
自著の初版においては、モザンビーク・ルールを「外国の不動産に対する
権原の問題を提起するいかなる訴えも、イングランド裁判所によっては審
理され得ないとする原則」、と定義して
(101)
いた。これは、不動産不法侵入の
トレスパスに関する訴訟、さらには、外国の土地に対する被害についての
動産（real property）に対するトレスパスや被害についての訴えは混合訴訟にあ
たり、したがって地域性をもつものとみなされる。また、エクイティ裁判所も、外
国の土地に対して直接に（directly）影響を及ぼすことはないのである。See
 
STORY,supra note27at pp.454-457,466-467(??544-545,554).
(95) SCOTT,supra note92at p.16.
(96) 65Minn.48(Minn.1896).
(97) 本判決については、前掲注39を参照せよ。
(98) 田中英夫『英米法総論 下』（東京大学出版会、1980年）477-478、480頁参照。
(99) See also Kuhn,supra note90at p.305;Wicker,supra note23at p.69
(10) また、カナダにおいても Moçambique事件貴族院判決に批判的な学説がみら
れた。See John Willis,Jurisdiction of Courts―Action to Recover Damages for
 
Injury to Foreign Land,(1937)15CAN.BAR. REV.112;B.Welling and E. A.
Heakes,Torts and Foreign Immovables Jurisdiction in Conflict of Laws,(1980)
18U.W.Ont.L.Rev.295.
(101) G. C. CHESHIRE, PRIVATE INTERNATIONAL LAW (1?ed., The Clarendon Press,
Oxford 1935)at pp.437-438.
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損害賠償を求める通常の訴訟を含まないという点で、この準則の適用範囲
につき Moçambique事件貴族院判決よりも狭い解釈を採用するもので
(102)
ある。
加えて、チェシャーは、この初版から一貫して、エクイティ上の「対人
的な」管轄権が外国の不動産に影響を及ぼし得ることを強調していた。す
なわち、「……そのような、ある国家が自国の領土内に有する排他的な主
権、及び専属管轄権に関する一つの帰結は、裁判所は、自らの判決（judg-
ments or decrees）により、他の国家の境界内にある土地を直接に拘束し、
または影響を及ぼすことはできない、というものである。しかし、この命
題が基礎を置く理由は、当該裁判所の面前の争点が、外国の不動産に関す
る対物権（ius in rem）ではなく、被告に対して強行し得る人的な債権債
務関係である場合には、何らの説得力も有しない。裁判所は係争物（res
 
litigiosa）の所在地が外国であるがために管轄権を有しない、との意見は、
対物訴訟にとっては決定的であるが、対人訴訟にとっては何らの解答にも
ならないのであ
(103)
る」、と。こう述べた後、チェシャーは結論として、「……
裁判所は、被告のイングランドにおける所在（presence）か、（最高法院規
則……筆者注……）11条に基づく令状の通知をもって海外に送達されるべ
き責任のいずれかにより、被告である人に対する管轄権を有する場合に
は、対人的なものとしてではあるが、外国の土地に対し間接的に影響を及
ぼし得る判決（decree）を下すことができる」、として
(104)
いた。
チェシャーがここでエクイティ上の事件における判決を指す「decree」
を用いていること、また、この節があくまで「エクイティ上の（equi-
table）」管轄権に関するものであることから、以上の記述もまた、単純に
モザンビーク・ルールに対するエクイティ上の例外を論じているに過ぎな
(102) チェシャーの初版における立場を本文のように理解するものとして、Willis,
supra note100at pp.112-113を参照せよ。
(103) CHESHIRE,supra note101at p.460.
(104) Id.at p.461.
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いのかもしれない。この点、チェシャーが自著の初版で採用していたモザ
ンビーク・ルールの狭い定義を前提とすれば、そのように解する方がむし
ろ妥当であるようにも思われる。しかしながら、チェシャーは版を重ねる
につれてモザンビーク・ルールに関する上述の狭い定義を改めており、第
(105)
５版では、
(106)
先例にならい、モザンビーク・ルールによれば、「海外の土地
に対する権原、またはそれを占有すべき権利」のみならず、「そのような
不動産に対するトレスパスについての損害賠償の回復」が争点となる訴訟
においても裁判所は管轄権を行使し得ない、とするに至って
(107)
いる。その上
で、チェシャーはこのうちの後者の点を批判し、マンスフィールド卿によ
ってなされたような、係争物が裁判所の支配下になければ判決が実効性を
もち得ない対物訴訟と、損害賠償のみが請求される対人訴訟との間の区別
こそが正しい、と主張するので
(108)
ある。このチェシャーによるモザンビー
ク・ルールに対する批判は、既に同書第３版から明らかにされて
(109)
いたが、
そこでは、彼がマンスフィールド卿の意見のみならず、アメリカの議論か
らも示唆を得ていたことがうかがわ
(10)
れる。そうすると、チェシャーは少な
くともこの頃には、人的な債権債務関係に基づく訴えにおける対人管轄権
の行使につき、エクイティ、海事、及びコモン・ローとの間で区別をする
(105) G. C. CHESHIRE, PRIVATE INTERNATIONAL LAW (5?ed., The Clarendon Press,
Oxford 1957).
(106) St.Pierre v.South American Stores (Gath and Chaves)Ltd.,［1936］1K.B.
382at p.396per Scott L.J.
(107) See CHESHIRE,supra note105at p.558.
(108) Id.at p.561.
(109) See G.C.CHESHIRE,PRIVATE INTERNATIONAL LAW (3?ed.,Oxford University
 
Press,London 1947)at p.721.
(10) Id.at p.721,n.3.とりわけ、FRANCIS WHARTON,A TREATISE ON THE CONFLICT OF
 
LAWS (3?ed.by Geoge H.Parmele,The Lawyers’Co-operative Publishing Co.,
Rochester,N.Y.1905)at pp.662-669(?290a);Kuhn,supra note90at p.308;
Herbert F.Goodrich,Tort Obligations and the Conflict of Laws,73U.PA.L.
REV.19(1924)at pp.23-25を参照せよ。もっとも、第５版ではこれらの引用は削
除されている。
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必要性に疑問をもっていたと推察することができるであ
(11)
ろう。
(３) Hesperides Hotels事件貴族院判決
ところが、以上のような学説の動向とは対照的に、1978年のHesper-
ides Hotels Ltd. v.Aegean Turkish Holidays Ltd.事件
(12)
判決において、貴
族院はモザンビーク・ルールの見直しを拒絶した。
この事件は、ギリシャ系キプロス人の株主らにより保有されている会社
である原告らが、イングランドの旅行代理店とそのロンドン代表とされる
個人とを被告として、原告らが1974年のトルコ軍による占領時には所有者
であったと主張する北キプロスの二つのホテルに対するトレスパスを理由
に訴えた、というものである。
貴族院のウィルバーフォース卿（Lord Wilberforce）は、同院がモザン
ビーク・ルールの見直しを拒絶する理由として、この準則が程度の差こそ
あれ、オーストラリアやカナダ、そしてアメリカの大多数の法域といった
他の英米法圏においても受容され、拒絶されていないことを挙げて
(13)
いた。
また同卿は、外国の管轄権と衝突し、ある種微妙な政治的問題に立ち入る
可能性のある当該準則の性質上、司法的判断による見直しは（そのような
見直しが論理的には望ましいとしつつも）好ましいものではなく、むしろ立
法によるべきであることも同時に指摘して
(14)
いる。
しかしながら本稿との関係では、ウィルバーフォース卿の述べる以下の
理由が注目される。すなわち、モザンビーク・ルール「……の見直しは、
法の重要な変更を必要とするであろう。『法廷地漁り』や重複（overlap-
ping）を防ぐためには、そうした変更の一つが『フォーラム・ノン・コン
(11) See CHESHIRE,id.at pp.719-720.この点は第５版で一層明確に主張されている。
See CHESHIRE,supra note105at p.559.
(12)［1979］A.C.508.
(13) Id.at p.536per Lord Wilberforce.
(14) Id.at p.537per Lord Wilberforce.
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ビニエンス』にかかわるものでなければならないであろうが、それは、イ
ングランドにおいてはまだ十分に発展していない原則であり（The At-
lantic Star事件判決（［1974］ A.C.436）、及び Macshannon v. Rockware
 
Glass Ltd.事件判決（［1978］A.C.795）を参照せよ）、また、イングランド
の裁判所が広範な管轄権（extended jurisdiction）を与えられるべきである
とするならば、立法による明確化を必要とするのであ
(15)
る」、と。ウィルバ
ーフォース卿はこのように論じた上で、Moçambique事件貴族院判決が下
された1893年以来、貴族院によるモザンビーク・ルールの変更を正当化す
るような事情の変更があったとはいえない、として
(16)
いた。
このような法の変更について、フレーザー卿（Lord Fraser of Tul-
lybelton）もまた同様の指摘をしていた。すなわち、Moçambique事件貴
族院判決で定められたような法が論理的か、そうでなければその結果にお
いて申し分のないものであるかどうか、という「……問題は、先例の制約
を受けないものではないのであり、私見では、この問題は、当院が自らの
先行する諸判断から逸脱するのは正しい、とするようなものではない。私
は、当院が推奨される法の変更をなすことがもたらす可能性のある影響を
理解し得る十分な情報を有しているとは思わない、というのが主要な理由
である。一つの蓋然的影響は、イングランドの裁判所が推奨される『真の
準則』に基づく広範な管轄権をもつべきであるとすれば、それらは同時
に、自らの新しい管轄権を、それにフォーラム・ノン・コンビニエンスに
関する準則を適用することによって制限する必要がある、ということであ
る。The Atlantic Star事件判決（［1974］ A. C.436）、及び Macshannon
 
v.Rockware Glass Ltd.事件判決（［1978］ A.C.795）以来、このことは全
く新しい措置というわけではないが、にもかかわらずそれは、何らかの意
味ある法の重大な変更に相当するであろ
(17)
う」、と。
(15) Ibid.
(16) Ibid.
(17) Id.at p.544per Lord Fraser of Tullybelton.
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上記声明からは、ウィルバーフォース卿、及びフレーザー卿が、従来の
法の変更につき、それに代わるものが未発達であることを理由に消極的な
判断をしていたことが推察される。しかしながら、両裁判官の抱くこれら
の懸念に対しては、次のように答えることが可能であろう。
まず、イングランドのフォーラム・ノン・コンビニエンス法理は、He-
sperides Hotels事件貴族院判決以降、判例法において一定の展開をみせて
おり、後にこの法理に関する明確な基準が示さ
(18)
れた、ということが挙げら
(19)
れる。
次に、イングランド裁判所の管轄権の拡張という面でも、Hesperides
 
Hotels事件貴族院判決の前後で大きな変化がみられることが指摘され得
る。すなわち、1982年民事裁判権及び判決に関する法律30条
(120)
１項は、「不
動産に影響を及ぼすトレスパス、または他の不法行為についての訴訟手続
を審理するイングランド……裁判所の管轄権は、当該財産が連合王国外に
所在する場合にも及ぶ（
(121)
extend）ものとする。ただし、その訴訟手続が不
動産に対する権原、またはそれを占有すべき権利の問題に主として関係す
る（principally
(12)
concerned）ものである場合にはこの限りでない」、と規定
(18) Spiliada Maritime Corporation v.Cansulex Ltd.［1987］A.C.460.本判決を含
むイングランドのフォーラム・ノン・コンビニエンス法理については、岡野祐子
「イングランドにおけるフォーラム・ノン・コンビニエンス法理の採用」同『ブラ
ッセル条約とイングランド裁判所』（大阪大学出版会、2002年）45頁以下参照。
(19) このことを指摘するものとして、New South Wales Law Reform Commis-
sion,Jurisdiction of Local Courts Over Foreign Foreign Land (Report63,1988)
para.5.5を参照せよ。また、カナダにつき、Welling and Heakes,supra note100
at p.312も参照せよ。
(120) Civil Jurisdiction and Judgments Act1982,s30(1).本法は、1968年の民事及
び商事に関する裁判管轄並びに判決に執行に関するブラッセル条約（以下、「ブラ
ッセル条約」という。）を国内法化したものである。
(121) ここで「及ぶ」という表現が用いられたのは、Moçambique事件貴族院判決に
おけるイングランド裁判所の管轄権の拡張についての議論を念頭に置いたものと考
えられる。これについては前掲注62、及びそれに伴う本文を参照せよ。
(12) この「主として関係する」という文言は、ブラッセル条約19条（ブラッセルⅠ
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(123)
する。そして、この規定の「目的は、訴訟手続における真の争点が、外国
の土地に対する権原、またはそれを占有すべき権利の問題である場合にの
み、モザンビーク・ルールを維持することである」、とする見解が一般的
で
(124)
ある。このため、本条により、イングランドにおいてはモザンビーク・
ルールのうち属地的訴訟準則は明示的に廃止されたが、権原準則はなお維
持されているとみることができるであ
(125)
ろう。
これらHesperides Hotels事件貴族院判決以降のイングランドにおける
規則25条）のそれと一致する。そして、同条約の公式報告書によると、これは、
「別の裁判所の専属的な管轄権に属する事件が先決問題としてのみ提起される場合
には、裁判所は管轄権を有さないことを宣言する義務を負わないという効果を有す
る」ことが意図されているようである。関西国際民事訴訟法研究会「民事及び商事
に関する裁判管轄並びに判決の執行に関するブラッセル条約公式報告書〔５〕」際
商27巻11号（1999年）1331頁参照。
(123) この点に関するブラッセル条約16条１号 a（ブラッセルⅠ規則22条１号）は、
「不動産物権（right in rem in immovable property）及び不動産賃貸借に関する事
件においては、不動産が所在する締約国の裁判所」が、「住所のいかんを問わず、
専属管轄を有する」、と規定する。翻訳は、中西康「民事及び商事事件における裁
判管轄及び裁判の執行に関するブリュッセル条約（一）」民商122巻３号（2000年）
445頁、及び、同「民事及び商事事件における裁判管轄及び裁判の執行に関する
2000年12月22日の理事会規則（EC）44/2001（ブリュッセルＩ規則）」際商30巻３
号（2002年）316-317頁を参照した。
(124) See Re Polly Peck International plc(in administration)(No.2)［1998］All
 
E.R.812at p.829per Mummery L.J.（高等法院大法官部のラティー裁判官によ
る判示（［1997］2B.C.L.C.630at p.642per Rattee J.）を賛意とともに引用し
ていた。）
(125) なお、1982年法30条はスコットランドには及ばない。スコットランドの裁判所
は、海外の不動産に関わる損害賠償の訴えを含む訴訟の審理を原則として排除しな
いが、とりわけ、不動産の財産的権利、または占有し得る権利について判断しなけ
ればならない訴訟との関係では、フォーラム・ノン・コンビニエンスの答弁を広く
認めてきたといわれている。See The Law Commission/Scottish Law Commis-
sion,Private International Law: Choice of Law in Tort and Delict (Working
 
Paper No.87/Consultative Memorandum No.62,1984)para.2.81.このような取
り扱いは、後述するオーストラリアのニューサウスウエールズ州の立法の下での処
理の枠組みと類似するように思われる。
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状況の変化は、同国のモザンビーク・ルールがもはや従来のような属地的
訴訟準則と権原準則という二側面では維持され得ないのみならず、同時
に、外国の土地に関する訴えが次のような新しい枠組みの中で処理され得
ることをも示唆している。すなわち、1982年法30条１項により、イングラ
ンド裁判所は、権原準則を前提としつつ、自らの対人的な管轄権の行使を
通じて外国の不動産不法侵入のトレスパスに関する訴えを審理することが
できる。もっとも一方で、裁判所は、フォーラム・ノン・コンビニエンス
法理の下でそのような管轄権の行使を裁量的に拒絶し得るのである。以上
の枠組みは、これまでの議論から明らかなように、モザンビーク・ルール
の例外、及び同準則に対する批判がいずれも対人訴訟の概念を主軸として
展開してきたこと、また、権原準則それ自体はストーリーらの主権原則に
基づく説明を除けば判例や学説の批判を殆ど受けなかった点とも整合性を
もって理解され得るように思われる。
(４) オーストラリアにおけるモザンビーク・ルールの廃止
このようなモザンビーク・ルール克服後の外国の土地に関する訴えにつ
いての新しい処理の枠組みは、オーストラリアで一層明確に論じられてい
る。すなわち、連合王国と同様の立場を採るオーストラリア首都特別地域
の1995年法改革（雑規定）（改正）法34条は、「裁判所のいかなる訴訟手続
に関する管轄権も、当該訴訟手続が直轄地（Territory）外に所在する土地
もしくはその他の不動産に関わるか、もしくは別の方法で影響する、とい
うことのみを理由に排除され、または制限されることはない」、としつつ
（
(126)
１項）、「１項は、直轄地外に所在する土地もしくはその他の不動産に対
する権原、またはそれを占有すべき権利について司法的判断を下す権限を
(126) Law Reform (Miscellaneous Provisions)(Amendment)Act 1995(ACT),
Section34(1).本文のすぐ後に述べるように、この規定は属地的訴訟準則の廃止を
意図するものであった。See Law Reform (Miscellaneous Provisions)(Amend-
ment)Bill1995Explanatory Memorandum at pp.1-2.
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裁判所に与えるものでは
(127)
ない」、として権原準則を維持することで、モザ
ンビーク・ルールを部分的に廃止している。さらに、同法35条が、「裁判
所は、34条１項で言及されるような訴訟手続において、そのような訴訟手
続との関係で自らが不適切な法廷地であると考える場合には、管轄権を行
使する義務を負わ
(128)
ない」、としているために、裁判所は自らの管轄権行使
を裁量的に拒絶し得ることが条文上も明白である。
一方で、これに先立って制定されたニューサウスウエールズ州の1989年
裁判所管轄権（外国土地）法３条は、「いかなる裁判所の管轄権も、その
訴訟手続がニューサウスウエールズ州外に所在する土地もしくは不動産に
関わるか、もしくは別の方法で影響することのみを理由に排除され、また
は制限されることはない」
(129)
とし、上記1995年法34条２項のような規定をも
たないために、結果としてモザンビーク・ルールを完全に廃止したものと
解されて
(130)
いる。もっとも、このようなモザンビーク・ルールの全面的廃止
が必然的にニューサウスウエールズ州の裁判所にオーストラリア国外の土
地に対する権原について命令を下すことを含む事件を判断する管轄権を付
与するわけではなく、むしろ、そうした命令は実効性がないと考えられて
いるようで
(131)
ある。したがって、この1989年法の下でも、「裁判所は、自ら
がその訴訟手続を審理するのに適切な裁判所ではないと考える場合には、
本法に基づく管轄権を行使する必要はない」、とする４条に基
(132)
づき、これ
らの事件についてのニューサウスウエールズ州裁判所の管轄権行使は拒絶
(127) Law Reform (Miscellaneous Provisions)(Amendment)Act 1995(ACT),
Section 34(2).
(128) Id.Section 35.
(129) Jurisdiction of Courts(Foreign Land)Act 1989(NSW),Section 3.
(130) このように解するものとして、例えば、J L R Davis, The OK Tedi River
 
and the Local Actions Rule:A Solution,(1998)72A.L.J.786at p.787を参照
せよ。
(131) New South Wales Law Reform Commission,supra note119para.6.13.
(132) Jurisdiction of Courts(Foreign Land)Act 1989(NSW),Section 4.
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されることになるであろう。
オーストラリアにおけるこれら二つの立法例の相違は、最終的には、外
国の土地に対する権原の問題の判断について自らの管轄権行使を拒絶し得
る裁判所の裁量の範囲に集約されるように思われる。つまり、オーストラ
リア首都特別地域の1995年法の下では、そのような管轄権の行使が同法34
条２項の定める権原準則によって拒絶されることになるのに対し、ニュー
サウスウエールズ州の1989年法の下では、同じことが、むしろ同法４条の
裁判所の裁量によってなされることになるのである。このような理解は、
モザンビーク・ルールにおける権原準則が、今日ではもはや裁判所の裁量
による管轄権行使の拒絶と本質的には変わらないものとみられていること
を示唆するように思われる。
六 考察
これまで述べてきたことを前提に、以下では、モザンビーク・ルールの
現代的な意義をめぐって生じ得るいくつかの論点を挙げ、それらについて
考察を加えていくことにしたい。
(１) 不動産所在地国裁判所の専属管轄権とモザンビーク・ルール
まず、モザンビーク・ルールがもたらす外国の土地が関わる訴えにおけ
る裁判所の管轄権の制限が、わが国で議論されるような、不動産に関する
訴えは不動産の所在地を管轄する裁判所のみに提起すべきである、との考
え方を基礎にしているのかどうか、という問題がある。
この点、訴訟原因発生地に関する法理、及び属地的訴訟準則が厳格に適
用される限りにおいて、訴訟原因が外国で生じ、かつそこでしか生じ得な
い、という意味での属地的訴訟にあたる外国不動産不法侵入のトレスパス
の訴えにつきイングランド裁判所は管轄権を有しない、とすることは、そ
の当否はさておき、所在地国裁判所の専属管轄権を推定する一応の根拠と
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なり得る。しかしながら、1883年最高法院規則により訴訟原因発生地に関
する法理が廃止され、それに伴い属地的訴訟準則もまた既にその固有の前
提を失っていることから、少なくともこれらを理由に所在地国裁判所の専
属管轄権を推定するのは妥当でないというべきである。
また、権原準則から所在地国裁判所の専属管轄権が推定される、とする
のも適切でないであろう。カラザーズ（Janeen M. Carruthers）は、「確か
に、不動産に影響を及ぼす判決を執行する権限は当該財産の所在する国家
の裁判所に専属しているけれども、所在地国の裁判所のみが権原を判断す
ることができる、というのは事実では
(13)
な」く、非所在地国の裁判所が、権
原の問題をも含め、対人管轄権の行使を通じ外国の土地にも影響を及ぼし
てきたことを指摘
(134)
する。カラザーズがここで引用するオールデン（Robby
 
Alden）もまた、「非所在地国裁判所が不適切な法廷地（inappropriate
 
forum）であるとする固有の理由は何も
(135)
ない」との立場から、財産の所在
は（対人管轄権の基礎としての）最小限度の接触（minimum contacts）を与
えるものではあっても、消極的に、非所在地国が当該財産について自らの
司法権を及ぼし得ないことを暗示するものではない、として
(136)
いた。このこ
と、及びとりわけ五でみた議論が示唆するように、権原準則は非所在地国
裁判所による対人管轄権の行使を妨げず、したがって同準則が所在地国裁
判所の専属管轄権を推定することもないのである。
むしろ、このような所在地国裁判所の専属管轄権の推定は、管轄権問題
を一国の主権の限界画定の問題と考える主権原則と一層親和的であるよう
に思われる。そして、ストーリーやウエストレイク、ダイシー、さらには
(13) JANEEN M. CARRUTHERS, THE TRANSFER OF PROPERTY IN THE CONFLICT OF LAWS
(Oxford University Press,Oxford 2005)at pp.47-48(［2.30］).
(134) Id.at pp.48-51(［2.31］-［2.38］).
(135) Robby Alden, Modernizing the Situs Rule for Real Property Conflicts,65
TEX.L.REV.585(1987)at p.595
(136) See id. at pp.622-623.この点、オールデンは、裁判所の裁量による管轄権の
不行使が可能であることを前提に議論を進めているような印象を受ける。
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Moçambique事件に関わる一部の裁判官がそうであったように、この主権
原則を前提としてモザンビーク・ルール、とりわけ権原準則を説明する見
解もかつては有力であった。しかしながら、主権原則は現在では殆ど支持
を失っており、またこの説明は、突き詰めれば外国の土地に関するいかな
る訴えも非所在地国裁判所の管轄権を否定することにもつな
(137)
がる。実際に
は、エクイティを中心に非所在地国裁判所の対人管轄権の行使が長く認め
られてきたのであり、このことが、まずはモザンビーク・ルールの例外と
して、後にこの準則に対する批判として展開し、イングランドやオースト
ラリアにおける同準則の一部または全面的な廃止に至ったということがで
きる。その意味では、この主権原則もまた、モザンビーク・ルールの性質
を論じるにあたって十分な根拠を提示するものではないといわなければな
らないであろう。
(２) ?実効性の原則」
次に、モザンビーク・ルールをいわゆる「実効性の原則」から基礎付け
ようとする見解がある。
三（２）で述べたように、モザンビーク・ルールを初めて「実効性の原
則」に基づいて説明したのはダイシーであった。ダイシーは、1896年刊行
の自著の初版において、「実効性の原則」がモザンビーク・ルールの歴史
的な起源であるかどうかについては明言を避けて
(138)
いた。しかし、1949年に
刊行された同書第６版で該当部分の執筆を担当したモリス（J. H. C. Mor-
(137) 以上につき、前述三（２）を参照せよ。なお、これと同じ指摘が、外国の土地
と外国知的財産権との間の類似性を前提に、外国知的財産権侵害訴訟においても自
国裁判所の管轄権を制限する際に特に強調される、「主権の行為（act of state）」
の原則、すなわち、「あらゆる主権国家は、他のあらゆる主権国家の独立を尊重す
る義務があり、ある国の裁判所は、他国の政府のその国の領土内でなされた行為に
つき判決する立場にない」、との考え方（Underhill v. Hernandez,168U. S.250
(1897)at p.252per Fuller C.J.）にも妥当するように思われる。
(138) DICEY,supra note11at p.215.
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ris）はこの点を明確にし、同原則が「外国の土地に対する権原、または
それを占有すべき権利について司法的判断を下すことのイングランドの裁
判官による拒絶を歴史的に説明するものではない」、と
(139)
した。このことか
らも明らかなように、モザンビーク・ルールを「実効性の原則」によって
基礎付ける見解は、その歴史的な背景とは無関係に、むしろ説明の便宜と
してなされたものであることをまず念頭に置く必要がある。
ところで、ダイシーのように、「実効性の原則」を管轄権の本質にあた
る主権原則から演繹される必然的結果としての
(140)
それととらえる場合には、
主権原則から直接にモザンビーク・ルールを説明する見解に対するのと同
様の批判がここでも妥当するように思われる。この点、後にイングランド
では、この「実効性の原則」について、上述のダイシーとは異なり、外国
における判決の執行・承認の可能性をも含むその貫徹性の有無を内容とす
るグレイブソン（R. H.
(141)
Graveson）やチェシ
(142)
ャーの見解が有力と
(143)
なる。中
(139) MORRIS AND OTHERS,supra note86at p.142.
(140) これについては、前掲注52、及びそれに伴う本文を参照せよ。
(141) グレイブソンは、「ある裁判所の命令が実効的に強行される可能性は、被告も
しくはその財産の法域内の所在、または、被告もしくはその財産のいずれかが見出
され得る外国でのイングランドの判決の執行を認める制定法規定から生じる」とし
た上で、「イングランド裁判所は通常、執行され得ない判決を宣告することはしな
いが、その逆は真ではなく、イングランド裁判所は、ある事件において、単に自ら
の判決を実効性のあるものとすることができる、との理由だけで管轄権を行使する
ことはない」、としている。R.H.GRAVESON,THE CONFLICT OF LAWS (1?ed.,Sweet
& Maxwell and Stevens& Sons,London 1948)at pp.235-236.
(142) チェシャーは、ダイシーの「実効性の原則」を消極的部分と積極的部分とに分
け、その消極的部分、すなわち、「裁判所は、自らが被告に対し実効性のある判決
を与えることができない場合には、被告に対して管轄権を強行することはない」、
という部分を基礎に、「イングランド法の観点から有効である訴訟手続上の令状
（process）が海外の被告に送達された場合であっても、裁判所は、自らの判決が実
効性のあるものとなり得ないとすれば、管轄権を否定することになる」、との新た
な定式化を試みる。一方でチェシャーは、その積極的部分に関しては次のように述
べてこれを否定している。すなわち、「……ダイシーの定式のもう一方の部分、つ
まり、実効性のある判決を与え得る全ての事件に対して管轄権が存在するというこ
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でもグレイブソンは、「土地に影響を及ぼす判決は、通常、必要な場合に
は当該土地が所在する国での強制執行（execution）によって効力を与えら
れなければなら
(14)
ない」として、このような「実効性の原則」がイングラン
ド裁判所の管轄権の制限をもたらす要因の一つであると説明して
(145)
いる。
もっとも、上述のような判決の貫徹性のみを実効性の内容とする場合に
は、イングランド裁判所が不動産不法侵入のトレスパスのような対人訴訟
についても自らの管轄権を否定してきた理由を十分に説明することは困難
であろう。そのためか、グレイブソンは1948年に刊行された自著の初版で
は次のような指摘もまた同時にしていた。すなわち、「イングランド裁判
所がこのように外国の土地に関する諸問題について司法的判断を下すこと
を拒絶する理由となり得るものとしては、イングランドのそれと同じよう
に複雑な外国の土地法体系に巻き込まれることへのイングランドの裁判官
の嫌気が挙げられてきた。この見解には十分な真実があるのかもしれない
が、それは容易に理解し得る理由のために裁判所の判決には滅多にあらわ
れない。それは、実効性の原則の一特殊面であるように思われ
(146)
る」、と。
と……がおそらく意味するのは、被告への訴訟手続上の令状の送達がないことは、
実効性のある判決が可能であるとすれば重要性がない、ということである。仮にそ
うだとすれば、対人訴訟は、被告に対し、彼の動産がイングランドに、したがって
裁判所の手の届く範囲内にあることのみに基づいて提起し得る、ということにな
る。しかしながら、これが法でないことは Diceyの現在の編者ら（1958年刊行の
第７版におけるモリスらを指す……筆者注……）によって強調されており、彼らが
述べているのは、被告が資産をイングランドに有する場合には、『実効性の原則は
管轄権が当然に存在することを求めるように思われるが、我々がみてきたように、
そうでないことは十分に確立しているのである』、ということである」、と。なお、
この記述は1965年に刊行されたチェシャーの著書の第７版からみられるようになる
が、彼はそこで、ダイシーの実効性の原則を批判するモリスの見解に影響を受けた
ことを示唆している。G.C.CHESHIRE,PRIVATE INTERNATIONAL LAW (7?ed.,Butter-
worth,London 1965)at pp.88-89.See also J.H.C.MORRIS AND OTHERS,DICEY’S
 
CONFLICT OF LAWS (7?ed.,Stevens& Sons,London 1958)at pp.17-29.
(143) 渡辺・前掲注52・42-43頁参照。
(14) GRAVESON,supra note141at p.252.
(145) See also id.at p.240.これについては、川上・前掲注84・497頁も参照せよ。
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この説明は、不動産所在地国法の適用と管轄権の問題とを混同している、
との批判は別にしても、少なくともその当時のグレイブソンの「実効性の
原則」が、必ずしも判決の貫徹性の有無のみを内容とするものではなかっ
た、ということを示唆している。またそれは、外国の土地が関わる訴えで
あれば、たとえ対人的なものであっても、モザンビーク・ルールを通じて
自らの管轄権を否定してきたイングランド裁判所の制限的態度を最もよく
あらわしているようにも思われるのである。
ただ、グレイブソンのように実際的な考慮をも含めて「実効性の原則」
を広く解し、それを基礎としてモザンビーク・ルールを説明する場合に
は、あえてこの準則によらずとも、裁判所が裁量によって自らの管轄権行
使を拒絶しているのと実際には大差ないことになる。そうであるとすれ
ば、裁判所は、対物、対人を問わず一律に管轄権を否定するモザンビー
ク・ルールによるのではなく、むしろ、五（４）で挙げたオーストラリア
の立法のように、対人的な管轄権の行使と、そこからもたらされる過剰な
管轄権を制限し得るフォーラム・ノン・コンビニエンス法理などを通じて
柔軟に対応していく方が一層この趣旨に適うものといえるのではないか。
実際、アメリカのルーパー（Robert B. Looper）などはこの発想に立ち、
全ての対物的な訴訟手続は属地的、すなわち地域性をもつ一方で、トレス
パスを含む全ての対人的な訴訟は地域性がないものと考えられるが、フォ
ーラム・ノン・コンビニエンス法理に従うべきである、として
(147)
いた。イン
グランドのHesperides Hotels事件貴族院判決においても同様の発想がみ
られるのであり、ウィルバーフォース卿、及びフレーザー卿は、まさにこ
の点を念頭に置いてフォーラム・ノン・コンビニエンス法理に言及してい
たと解することができるであろう。
(146) GRAVESON,id.at p.252.この記述は後の版では削除されている。
(147) See Looper,supra note92at pp.199-201.
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七 おわりに
以上、いわゆる「モザンビーク・ルール」と呼ばれる準則の生成と展
開、及びその立法による廃止に至るまでの過程をやや詳細にみた。その歴
史を辿る中で明らかとなったのは、この準則が英米法諸国の一部において
今なお裁判所の管轄権を制限する理論としての役割を有する反面、その意
味内容は時代背景によって大きく変遷している、ということである。
モリスは、モザンビーク・ルールを一種の政策（policy）とみて
(148)
いた。
それは、この準則が現代ではもはや歴史的、理論的必然性を欠くものであ
るにもかかわらず、実効性の名の下にイングランド裁判所が自らの管轄権
行使を裁量的に拒絶するための必要悪ともいうべき存在であったことを暗
示している。しかしながら、そのような「政策」は、フォーラム・ノン・
コンビニエンス法理の発展を含むイングランドの国際裁判管轄規則の整備
という状況の変化とともに次第に制限され、また廃止される方向に向かっ
ているといってよい。
冒頭でも述べたように、わが国の民事訴訟法及び民事保全法の一部を改
正する
(149)
法律（以下、「本法」という。）は、不動産に関する訴えにつき、同
法３条の５第２項の「登記又は登録に関する」ものを除いて専属管轄とは
しなかった。したがって、登記または登録に関係しない外国の不動産に関
(148) MORRIS AND OTHERS,supra note142at p.150.そのためモリスは、モザンビー
ク・ルールは当事者間のいかなる合意によっても放棄され得ないことになるように
思われる、とする。Ibid.
(149) 本法の立法経緯、及びその解説につき、道垣内・前掲注３・186頁以下、日暮
直子ほか「民事訴訟法及び民事保全法の一部を改正する法律の概要（上）（下）」
NBL958号（2011年）62頁以下、同959号（2011年）102頁以下、横溝大「国際裁判
管轄法制の整備―民事訴訟法及び民事保全法の一部を改正する法律」ジュリ1430号
（2011年）37頁以下、小林康彦「民事訴訟法及び民事保全法の一部を改正する法律
の概要」L&T53号（2011年）38頁以下を参照せよ。
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する訴えがわが国の裁判所に提起された場合には、裁判所は、本法３条の
２以下に定める管轄原因の有無をまず判断し、管轄原因があれば、同法３
条の９にいう「日本の裁判所が審理及び裁判をすることが当事者間の衡平
を害し、又は適正かつ迅速な審理の実現を妨げることとなる特別の事情」
のない限りで管轄権を肯定することになると考えられる。この点、登記ま
たは登録に「関する」訴えの対象をどうとらえ
(150)
るか、また、「特別の事情」
の考慮において具体的妥当性を重視しつつ、いかに予測可能性を高めてい
(151)
くかによってその評価は異なるものとなり得るが、本法が採用した上記判
断枠組みは、少なくともその外観において本稿で論じたイングランドやオ
ーストラリアのそれと一層の近接性を有するように思われる。そのような
立場からは、この問題をめぐる英米国際民事訴訟法の研究が一層の重要性
をもって理解されるであろう。
〔後記〕
本学博士後期課程修了までの５年間、木棚照一先生の近くで多くを学ぶこ
とができたのは本当に幸せであった。金沢大学の遠い後輩でもある私を厳し
くも暖かくご指導いただいた御恩を終生忘れることなく、及ばずながら、先
生のご健康とご長寿とを祈念して本稿を捧げる。
また、本稿の執筆にあたっては、オーストラリア国立大学法学部の良好な
研究環境の下、ジム・デイビス名誉教授（Emeritus Professor Jim Davis）、
及びケント・アンダーソン教授（Professor Kent Anderson）より有益なご
示唆をいただいた。心より謝意を表したい。
なお、本稿は、特許庁委託平成22年度産業財産権研究推進事業（平成
22～24年度）における研究成果の一部である。
(150) これについては、道垣内・前掲・201頁を参照せよ。
(151) この観点から本法を批判するものとして、横溝・前掲注149・42-43頁参照。
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